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Ⅰ　韓国農業における稲作
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韓国稲作生産力の新段階とその構造
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（土じめに

最近の韓国は，白他ともに認める中進工業国と

なった。しかし，工業化の過程で食器の白給不は

低下しており，小麦，とうもろこし，大豆などの

輸入が増加してL、る。

このような動向のなかにあって，米につL、ては

1976年に政府が自給達成を立言した。 70年代に入

っても，年々数十万トン輸入されていた米が， 7()

年は1n万トンだけとなり， 77年， 78年には区ロで

あった。

長い間，雑穀とのi!f::食の義務づけ，接客業所の

米なしデー，濁酒原料と Lての使用禁止など，米

の消費に関して各種の制限が行なわれてきた。こ

れら制限の大部分は77年以降撤廃された。このよ

うな米の需給の急激な変化にはおどろかざるをえ

ないが，おそらく，韓国の多くの人々にとっても

信じがたいほどの変化であろう。

1920年代の産米増殖計画の実施と日本への米の

移出，戦後の米不足E輸入など、米に関して苦し、

歴史をもっ国であるだけに，近年の需給関係の大
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きな変化には，よろこびも一層大きいものがある

と思われる。

すでに日本でも広く知られていることであろう

が，韓国で米の生産高が大幅に増加したのは，多

収穫品種の開発と普及によるものである。 1960年

代に開発され， 70・年代に入って農家に急速に普及

された新品種は韓国の稲作生産力を飛躍的に高め

Tこo

本稿は，韓国稲作における新品種の普及状況と

持及要因，それにともなう生産力の上昇および生

産力構造の変化と特徴についてのべることを目的

とする。まず最初に，韓国農業において稲作はど

のような位置にあるかを簡単にみておきたい。

I 韓同農業における稲作

韓国では1948年以来長い間，農業政策の主要目

標として「食糧生産の増大と自給jがかかげられ

てきた。しかし， 1960年代に，経済政策の中心が

E業化に置かれて以来韓国経済における農業の位

置はあらゆる面で低下を続け悦1），食糧の輸入も

増大せざるを得なかったG こうした中で， 60年代

末期から，政府の農業政策の主要目標は，従来の

食撞増産と自給から，米と大麦（韓両ではこのi両者

を f主穀j と11,Y.ぶ）の自給および農業の多角化と農

家所得の増大に転換されることが明確になってき

た。農業の多角化が目指されているとはいえ以下

にみる通札稲作は韓国農業の中で依然大きな比

『アジア経済』 xX-8 (1979. 8) 
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重を占めている。

まず耕地の利用面からみるとと仁しよう。：ul同

の総耕地面積は205万ヘクターノレあまりであるが，

1960年代初期には水田面積がおよそ 122万ヘクタ

ールで、総耕地の約60%に達していた。しかし， 60

年代を通じて水田の比率が年々低下し， 1970年に

は55.4%とな ＂） た。もっともこの間に総耕地面積

は25万へクタール増えてお075ヘクターノレになり，

水田国積もわずかながら増加している。

60年代末頃から「主穀！の増産と向給という！！

標の下に，濯概施設の建設や「高米価政策Jがと

られるようにた I），こうした政策を反映して， 70

年代には60年代とは逆に水間比率が上昇に転じ

た。 1976年の終耕地面積は224方ヘクタールで，70

年に比べて6万ヘケタール減少したが、水田原綴

は約 2万へクヲーyレ増加し 12975ヘクタールとな

ったi この結果『総耕地にIllめる水田の比率l士70

年の55.4%から76年には57.6%に高まった。

この上うに60年代では総耕地に占める水回の比

率ではかなりの変動がみられるが，水田面積良体

は両年代を通じて増加を続けていること，また総

耕地に対し55～州%と高い割合を占めていること

などに韓国農業における稲作の重要性が示されて

いるム

つぎに農家を業態別にみてみよう。農家のさま

ざまな収入源のうち，各農家が何から最も多くの

収入を得ているかを基準として，永田作，畑作，

果樹，甜菜等の諸部門に分類し（ 1農家1部門〕，

水田｛乍から最も多くの収入を得てヤる農家を水田

作農家とし，総民家中に山める割合をみるとつぎ

の通りである。

すなわち， 1960年には総農家数235万戸のうち，

水田作農家は 195万戸で83%という高率を占めて

いた。その後，総農家数は67年の259万戸まで増加

事事凶稲作生産力の新段階とその構造

第 11笥韓国農道産物の生産額構成

（経常市場価格による%〕
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（出所〕 農水産部『農林統計年報』 1977年。
（注〉 その他には，人審，葉タパコ，特用作物，襖，
副産物等を含む。

したが以後減少しはじめ， 1976年には238万戸と

なり，68年以降の11年間に21万戸減少した。他方，

水回作農家は1962年に202万戸と最高に達した後，

今日にいたるまで減少を続けている。しかし，

1%2～67年の 6年間には202万戸から181万戸へと

21万戸も減少したのに対し， 68年から76年にいた

るll年間には181万戸から174万戸へと 7万戸の減

少にとどまった。この結果，水田作農家の割合は

67年には70.1%まで低下したが，その後は上昇に

転じ， 76年現在73.1%まで高まり、水田作農家が

圧倒的な割合を保っている。

第3に，韓国の農畜産物総生産額のなかで，米

がどの程度の割合を占めているかを見ると第 1図

に示したとおりであるのこの図は経常市場価格に

より，農畜産物総生産額に占める各部門の生産額

の割合を示したものである。

米は60年代の後半から73年にかけて，およそ35

%から40%の聞を上下していたが， 74年以降ゆる

やかながらt昇しはじめ76年には45%近くに達し
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た。耕地面積や業態別に見た農家の場合ほど，米

の比率は高くないが， －部門としてはーやはりき

わめて高い比率である。

以上，水田面積，永田作農家，米の：生産額とい

う三側面から，韓国農業における稲作の位置を概

観した。いずれの面においても稲作は大きな割合

を占め、がつ70年代には上昇傾向をたどっており，

稲の重要性を示している。

(tr I〕こ＂＇〕／.，：に J勺

ける差是業の位陵一一一1960年代と70年代」（『アシア経t斉』
第19巻司nり 1978年 7J'l)で；，hベfこ。

II 稲の新品種導入と生産の増加

I. 新品種の開発とその特性

韓国が稲の多収穫品種の開発に成功したのは，

フィリピンの間際稲作研究所（IRRI）における韓

崎学者の育種研究に端を発している。

1965年末，韓国の育種学者札日本の北海道産

の対寒・多収性品種であるユーカラ (Japonica）と

介湾の台中在来1号（Indica）を交配させて IR568

をつくり，さらにこれにIR8を交配させIR667を

育成した。 1970年代に入って韓国で有名となった

「統一」（Tongil）は，この IR667から選抜された品

種であり，ジャポニカとインディカを交記させた

画期的な成果といわれている。

その後， 「統一jが一般農家に普及するまでの

経過は，すでにし、くつかの論考によって紹介され

ているので催日こミでは簡単な表示にとどめる

こととする（第 l表参照）。

そこで，新品種「統一」の特性をみると，鋭稗，

穂重型で稲熱病iこ強し耐舵性，多収性の品穏で

あるという点では確かにすぐれた品種であった

ポ，反面，インディカの性質をうけっし、で脱粒性

が高く，冷害に弱いなどの欠点があり，さらに味

ヴヴ--

自信 lj表新品種の開発過程

1965年12月 I Yukara（日本） X TN, （台湾）→IR568
1966年4月 I IR8XIR568→IR667（画期的三元交配）
1967年夏 1水原で IR667栽熔I Jr村振興庁と闘技術協力契約締

冬｜フィリピンで IR667栽培

1968年夏 i水原で第4代系統栽培，選抜
1969年夏 r IR667-98が注目される

I 正式名称：；水原213-H手
I 愛 称：「統一」と命名

冬 I12勾をフィリピンに送り種子生産（2
I トン）

1970年夏｜水原および地方の試験聞で栽培，好結
｜果上げる（水原に世代短縮温室完成）

冬 i溜内温案およびフィリピンで種子培殖
1971年夏｜全国550団地（ 1団地平均5ha）で栽培

I 10a当り最高713.8kg，平均氏J0.9kg 
: （精米）

の点でも韓国人の噌好｝こ合わないとし、う問題があ

った。韓国人の食性に合わないため，商人への農

家の販売価格は従来の品種より安く，したがって

農民は「統一J種の栽培を好まなかった。

それゆえに，上記のようないくつかの欠点を改

良しなければ，広く普及させることは困難であっ

た。韓国の農村振興庁は， IRRIと提携して引き

続き精力的に新品種の改良を重ね、 1970年代に入

って多数の改良品種をつくりだした。これら改良

品種とその主要特牲は第2表に示した。この表は

資料の関係上不完全なものであるが， 「統一J種

以後の改良品種のおよその傾向を知ることは可能

であり，その特性はつぎのように要約することが

できる。

第 lに多収性のポテンシャリティは高まる傾向

にある。第2に脱粒性が抵下した。第3iこアミロ

ースの含有量が低下し，！味が韓国人の噌好に合う

ように改良されてきた。第 4に耐冷性，耐晩植性

が強化され，平野地帯だけでなく古冷地や山間地

にも適する品種が育成されているなどである。こ

のような改良の結果，農家も比較的受け入れやす

くなり，韓国の広範な地域において IR系の品種
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の栽培が可能となったO

ところで，第2表にみられるとおり，きわめて

短期間i二多数の改良品種が育成されているが，こ

れは，貰は韓国で栽培し，冬はフィリピンで栽絡

するとνう方法をとることにより，育穏期間を大

幅に短縮することができたからであった。

また，これらの新品種は，一般に稲熱病に強く，

1975年までは他の病気は発生したが稲熱病は発生

しなかった。日本の経験では新品種を栽培しじじ

めて 2～：t年は稲熱病ボ発生したいが，その後必

ず発生するのが通例とされており，韓国の「統一J

J長後のように5年閣も秘熱病が発生しなかった土

とは，きわめてめずらしいことといわれている。

しかし， 76年にはついに稲熱病が発生し，その

後もかなりの病害や虫害が発生している。稲熱病

の発生も当然予;¥!l、されたことであれ予防対策の

ための研究も行なわれてきたが，護雑で時間のか

かる研究であり，その他の病虫容の対策と合せて

今後にまたなければならなャ問題となっている

（注 2)

2. 新品種栽t告の拡大

本項では，新品種導入以後，どのように栽培が

拡大してきたか，作付面積および栽培農家の両側

面からみることとする。

まず，作付面積からみると，統一が，ー殺農家

に相当な規模で導入されたのは1971年で，この年

には全国に550の稲作団地（ 1団地平均5ヘケター

ル〕が設置され，試験的かっ展示的な栽培が行な

われた。その結果は第3表にみられるように非常

な好成績で，10アール当りの収量は精米で最高714

キログラム，平均でも501キログラムと500キログ

ラムを突破した。

23 



1979080026.TIF

』
有
一

2
5
8
2
7
3
7
2
8
一

一
揮
し
り
設
お
獄
法
竺
廿

ω
一り

r

i

l

l
－

l
i
l
i－
－

i
i
i

一
事

U

川
崎
地
均

4
一
点
。

J
S
A
5
A一向
J
H
V
＼
慨

掛
川
幡
平
一

m
m
務
部
認
一
則
一
団

戸
別
川
一
刻
引
川
川
引
利
一
引
一
輪

純
一
関
伊
一

5

：〆
ι
M
E
い
い
ル
レ
い
川
一
・
活

問

一

息

一

；

勾

線

ど
ん
九
川
阿
川
恥
川
仙
川
一
は
一
昨
酌

町

四

、

加

二

ζ
1
1
4
4
4
4
4
一

グ

韓

加

す

面

（

一

一

2

一
r

o
r－
－
ー
下
ー
1

I

l
－
－
「
一
著

種

一

数

削

一

一

燃

明

hHd4Hん
に

d
A
V
ハ
円

q
J
v
hり

OAM
ハ

リ

内

リ

ハ

円

一

担

問

、J
一
相
H
h
J
7
リ

5け

8

8

9

9

8

5

一
三

山

市

山

団

0

5

一
金

i
l
i
l
－－一

I
l
l
i
－
－
－
ー
ー
一
年

－

一

一

一

、

ノ

8

3

－
m
肌
一
畿
原
北
南
北
南
北
南
一
十
一
一
問
問

第
道
一
京
江
忠
忠
全
会
慶
慶
一

3
2
n

一
位
、
ー

このためー翌72年には栽培面積を207iヘケター

ノレにする計画がたてられた。実績は18万7000ヘク

タールにとどまったが，それでも日本での新品種

導入方式からみれば，きわめて思い切った大幅な

拡大であっよ二 F しかし， 72年ゅ韓国はあいにく冷

害や風水害が重なって，統一は大きな打験をうけ

た。統一種栽培面積の15%において，在来品種の

収量におよぱはかったっそれでも，全体の平均で

みれば， 統一の10アーノレ当り 386キログラムに対

し，在来種は321キログラムで，統ーはなお20%

の増収であっ之が，新品種の閣発，普及を ti€進し

てきた農村振興庁に対しては，あまりに平念、に新

品種の作付面積を拡大しすぎたために被害が大き

くなったという批判が各方国から集中した。

しかし『漫村振興庁は，天候が不順でなく，栽

培管理を正しく行なえば必ず多収穫をあげること

ができ，また，緯国で米の自給を達成するにはそ

れ以外に方法がなU、ことを強く主張し、羽n年に

も，前年と［戸jヒ20万へ ηゲ－ 1L--の栽培il f:1＼を定め，

強力な普及活動を行なqた。このため，農水産部

（日本の省に相当〕とも対立関係が生じたといわれ

ている吐レ。 7主fこ，新品種栽培の勧誘に対する農

民側の抵抗も強く，地域によっては振興庁の勧誘

24 

fl.が身の危検を感じたというほどの強力な新品種

栽培勧誘を行なった。その結果は第4表に示した

とおり， 73年の作付面積は12万1000ヘクタールに

とどまり，前年比6万600。、ヶタールの誠少とな

った。もっとも， 上記のように振興庁が各方面か

ら批判をあびるような状態にあったことを考えれ

ば， 10万ヘクタール以上の作付が行なわれたこと

は決して少なくはないといえよう。しかし， 7,1年

においても， 72年の水準には桂子およばず18万

1000ヘクターノレにとどまった。水稲作付面積に占

める新品種の割合は， 72年の約Hi＇｝らから 73年には

1 o＇；；；，に抵下し 74年には15%であった。

しかし， 73,74年と続いて，新品種が好成績を

あげたこと，統一をさらに改良した品種を普及し

うるようになったこと，その他の要因〈後述）が

相まって， よ二れ以後， IR系新品種の栽培は急激

に拡大し， 1978年には93万ヘクタールと，水稲作

付面積の77%近くに達する普及率となった。

新品種栽培面積の拡大状況を南および東F詰ア

ジアの主要稲作閣のそれと比較してみると（第5

表参照）， 1972/73年の普及面積は，これら諸国の

稲作面積合計の約20%程度であった〈注4）。これら

の諸国におU、ては，早い国では1965年から，おそ

くとも68年には高収量品種の普及がはじまってい

るから， 73年には少なくとも 5年は経過していた

わけである。なかにはパキスタン，スリランカ，

フィリピンなどのように高収量品種の割合が50～

60%に達している国がみられるが，パキスタンの

場合は 50%に達した後40%近くまで減少して.n

1 スリランカやブイリピンの場合には IR系の

品種だけでなく，国内で独自に育成した品種も含

まれているので， IR系の新品種だけが韓国のよ

うに急激かっ広範に普及した国はないといってよ

いであろう。



1979080027.TIF

材料村if'l 'l'J'{ I Jし＇JXii i立f1・1,i: -i: ））杭J込

iよ／E

( h口）

0.:18 
o.:m 
O.:C9 
o.:'>4 

0. :14 
（）ー62

E/D 

（%） 

新，T,1,f,R <l) ;J主防 1r1irn および ）.i~ 家戸数

]) 

総農家数

（： 

B/A 
島
E
E

－a、
ムH
川

日
山
山
、
I

L
－－
e

f

、
hu 

f
）
 

B

作

wm

品

川

日

比

｛

＼

新
わ
れ

H－ 
f
h
H
 

L
i
J
 

‘ミ、
A
F
φ
l
l

l
i

－
 

－
 

t
h
H
 

／
＼
 

第Hミ

(). :1 
25.5 
17.:1 
22.6 

:¥4.2 
:J行.7

2,482 
2,452 
2,450 
2,:l8l 

2,:379 
2,:rn, 

／%） 

0.2 
15.9 
10.,1 

15.2 

リ2.9
4:¥.9 
54.6 
76.5 

187 
121 
181 

274 
5:B 
fifiO 
930 

(1 , 000h【l: 

] , 184 
1,178 
I, 178 
l, 170 

J,!Wl 
l,El8-
1, 1% 
1, 21/i 

lリ 7 l 
1 9 7 2 
1 9 7 :: 
1 9 7 4 

1 9 7 5 
I 9 7 6 
1 9 7 7 
1 9 7 月

('.Ulk) ！長.t,il'i:部「食材、統，;f-｛ド報11 977 'I'・" )(FR保K 「Mlーはにおける米穀fl給達成に果した統一系新品憾の役till
〔『k~~お上びl詞主J 52｛五月 ij-)。

y
 

l
 ，ー，

一
示

、，ノ

a
I

げ

勺

門

十

c
，
、
タ

／
，
、
、
干
上d油

官ワ，i
 

a
 

門

d
叫
υ

τB 
A
 1

 

4
 

勺
dつ“白

7
‘
 

I
 

リ
μク

7

1
日
5
G
G
8
3
8
1
3
9

一

－

－

－

－

－

－

－

－

E

－

－

η
J
G
9
り

0
0
1
5
1
5
6
1
5

W
出

1

5

1

1

3

5

2

1
 

1
 

7

i

i

t

i

p

i
｝
｝

b
i
p
i
｝
 

一

t
｛

r
t
t
t
d
R
（

（

E
：

－

f
f

一

－

－

－

－

－

｝
 

V
1
4
t
5
6
4
L
2
1
G
0
0
0
リ

釘

1

3

1

3

5

l

’Bi
 

ハリク

6
1
4
9
9
9
4
2
4
5
1
1

ト

・

・

白

g

－

e

z

・

4

E

五

2
1
4
Q・
1
2
0
0
ぶ
円
九
問
。
。

M

1

2

1

2

4

1

A

骨

L
 

’B
A
 

U
J
 

4

6

1

7

H
り

1
4
1
i
t

洛

し

1
1
ハ
1
1
1．
乙
け
．
り
仏

υwハ
1

2

リ

】

川

J

《‘－
 

山
内
U〉イ

ヴ

J
9
－
1

7

｝

i

）
 

予

（

（

i
 

－
 

6
2
 

1
 

F
4
4
 ’
 

｛

1．
5
 

：
 

｝

L
 

Uハ

O
に
一
リ
〕

4

k

l

 

｝

：

 

く
t

l

r
i
 

〉i
 

、
〕

／そに
33
 

｛
 

u‘
 

i
 

14.9 
29.9 
18.li 
-10. :1 

52.8 

(i.01 
10.:; 

n. a. 
(i4.。
5.5 

29.＼）之、

15.6 
25.li 
17.1 
•12.1 
(i,J. 5 

5.1 
:H》.Ii
n. a. 
:16.7 
6:=l.4 

5.0 
:11. 1 

京市ア／ ）’ i♂要稲作IJilにおける尚以；丘仏経WHffi:i般の永田総i反椋に対する比率（推計）

11.1 

1{8 
-1:¥. 7 

•l. 2 
22.8 
5.5 

:17. l 
54.0 

1.2 
:¥2. 1 

ノ、ンクラデ「〆上
{ ン ド

ハ 並 ーと ’J ン
ス I）ラ；.， ・IJ 

数戸

り

E

縦

断

8
2間
川

町

J
f

，
 

z百
相

山
川

ms表

ピ、〈1
 

0.2 
'..'.0.(i 

り
h
ht

 
－
 

neg I. 
14.7 
リ7

）
 

（
 

｝
 

i
 

•[.. .♂ 

「シト示 Jγ
寸ヘ

マレイシ T([14) 

1 / '' Iニシ

{ 

l.G 

1,'lM1J 九日anJ}c,,t,]opment Bank, .:hian ,1月ricultunrlSun•c.ν 1.'17(i. 

（津〕 l ! /1｛数値C 2）非公式推定。

neg¥. 寸

勺
ん
フ

これら 3品種で唱新品種栽培面積の73＇＼，近くり，とこんで＇， t11f述のように統 4 種以後1‘、くつかの

これに対し，最初に育成された「統

-Jや f早生統一jは合わせて18%未満にとどま

；二i主している。それらの1¥11極力二

どのように昔及してL、みかをみておくことにしよ

う。 1977年にゾウル大学が行なった際本；；混在＇ iL5 J 

育成主れたが，iY.c良品極が開発，

この調査結果はほぼ全体の状況を反映

しているとニ汚えてさしっかえないであろう。

っさに，新品純金栽治してu、る農家につL、てみ

ってU、る。

それは第 ii去のirnりであるけtニkit i工、

このll＇三！討する資料はさわめてょう。も p とも，

セl五1（ただし，ソ 'JIレ1い)'JjIi l, ＇内イ十1;r.1;:

1:.j：けから無｛1九に抽H11しにll'.¥9戸山民家全対象

（二、新品種h二時すr¥t，種日IJ}U古面詰とそ山＼iJ合を調

この主主l士、

少なく，概略をと矢口りうる程度である。

まず第 4表をみると，新品種栽trf農家が1972'¥

iこは約80附戸から， fi2万5000戸へと栽培面積の拡

大と同時，一挙に増大し，総農家戸数に占める割合

Zラ

統 ・f乏iソ、｛をに

i密開2:-1庁jτ ［干与ii場21けif手

i)）改良品種が大きな千戸j合を占めるよろになってお

これに上;Jt(:f,査したもので恥るわ

育成された rt11：新J,
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第6表 1R系の品種別栽培面積1977,r

( l, 139いの標本誠査）

岐培面積 i七
" f重11;1 (htL （%） 

半i庁ヰ官! 
す行 コ04.7 '.>L.9 

l場 '.!:i 1:08.,j ‘』tム＇.，唾＂）
l：日 ］（）自4 17A 

統 ＇ナリ】・‘「) 11.7 

If'.生統一A ,1] .5 G. 7 

持J 他F易統 2ヨ ：々1:u, 5.1 
ペz..ーメvハy ：オマアミ 22.:; :,.,, 

fi'.21.4 lα）.0 

(tl-j所） ソウル大学校長科大学農業開発研究所『斡

同ニオケル緑色革命』農村振興庁 1977年12月。
(ij) 市代日日積ヵ、んの推定。

も25.5%に遣したのしかし，前述のような災害のた

灼， 73年には前年工り 20万戸減少して42万5（的。戸

となった。 74年におL、てもなお7'2年の水準に回復

せず5:1万8伺O戸にとどまった。しかし， 75年re.r土

一一挙に30万戸近くも増加し，総農家戸数に対す心

主1］合も；'lO＇；（，台（二 i主したっ

このように，栽情面積や栽培戸数には大きな変

動があったが， 1戸当りの平均栽常面積をみると，

1971年カミら75年までほとんど変化がなく， 0.3ヘ

ケケール前後の水準にあった。幹l弓の農家1戸当

り平均水田面積は0.53ヘクタール〔1971～75句tl[Jの

平均）であうたから，この間，各；農家は平均で水匠！

の62.3'XJに新品種を栽培してきたわけである。し

かし，同去によれば， 76年には 1戸当り平均栽培

面積は0.62ヘクター／レと，それ以前に対して 2倍

近くも増加したことになってし、る。水出の I戸当

り平均面積が（）.5;-iヘケタールであることからみ

・c, こ山数値l土i自すぎ、ふと忠われノる。水図面積山

大きなi在家がこの年特＇こ新品種の栽培で J:l"l1JUした

とL、う徴候もみられないからである。まfこ，新I品

管～作付面積には誤りはないと思われるので，農家

戸数が実際の新品種栽培戸数より少なくなってし、

るのでi土ないかと推測しうる。

ヰ6

ffi 7褒耕地規模日IJ, ｝コ当＇IL均新品種栽格面積

1976年度， 1,139戸の調査

(l別立：坪，%〕

永岡AIT面積 I ：新栽培品B而種積 I 
C 

i井地枝被
B/A 

～］ ,f)()() 820 564 68.8 
1,501～：1,000 l,(i)8 l ,O:-l4 63.9 
:l,001～4,500 2,49ι l ,596 63‘9 
4,501～6,000 3,317 2,161 65.2 
G，α）（）～ 5喝'198 :,,272 59.5 
平 iな 2,:lM 1 1,497 63.3 

C/L¥i折〕 第6表iこ同じ。

そこで，同じ76年について，前述の標本調査の

結果をみると（第7表参照）， 11却戸の平均水田面

積は0.79ヘクターノレ（2364坪〉で，全国平均を大き

く上まってし、るが，新品種の平均栽培面積は約0.5

ヘケケール（1497坪）で，平均水田面積に対する割

合は6:1.:3%であった。ごれは，第 4表における71

～75年間の平均竹二十J-1;1］合である62.:3';1,にほとんど

等しく， 76年においても全体の戸当り平均栽陪比

率はこの程度と考えられる。

なお， 11f, 7表におし、て注目すべき点は，耕地の

）花模が／！、さい方の農家で，新品種栽培比率が比較

的高くなっているこどである。との／（について［，i]

報告書は f統一種の栽培にはより多くの労働力を

要することを勘案するとき，ノト農であるほど多く

栽培することができるJ<立引のだと述べている。故

近，緯国の農村では労働力の調達がむずかしくな

ってきており，水田面積の大きな農家は，労働力

を上り多く要する新品種の割合を高めることがむ

ずかしL、というわけである。

ところで， 一般には IR系！日3係の栽防は’f江良山

技術といわれぐおり，大規模農家に有手I］と －1；え心

れ亡きた。その理由は，一つには，この品種が肥

料，農薬，水などの物材投入を多く必要とし，そ

れだけ営農資金を多く要すること，また，不慣れ

な新品種を栽培し，失敗した場合小農ほど大きい
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第8表 IR系品種の作付加彼と水稲の生産正：i

（単位： 1,000ha, 1,000 t ，白米）

IAiBfCIDIEIF  
年｜水稲作IIR系作IB／八 h水稲生iDのm1Aの指

｜付而積｜十l面積｜（%） i産高 ｜数 ［数

1970 1 I,184 I ーI 3,907 I 100.0 I l伺 .0
1971 11,17出I 3 I 0.2 , :1,975 I 101. 7 I 99.5 
197211,178 I 1871 15.913,933 I 100.7 I 99.5 
1973 I 1,170 I 1211 10.4 I 4,190 I 101.2 I 98.8 
1974 I 1,189 I 1s11 15.2 I 4,417 I 113.1 I 100.4 
1975 I 1,19s I 274 I 22.9 4,627 I 118.4 101.2 
1976 I 1,196 I 533 I 43.9 I 5,180 I 132.6 101.0 
1977 I 1,216 I 6伺 ｜ 凱6I 6,000 I 153.fi 102.7 
1978 l(L216ll 930 i (76.5）内，76引（147.1) (102. 7) 

（出所〉 農水産部『農林統計年報』 1975,77年版。
金寅；l決『韓国ノ緑色革命』 1978年。

（注） 〔 〕l'i：上暫定値。

打撃を受けると考えられるーとなどによるもので

ある。

しかし、韓国の場合以，生産資材の供給や米の

買上げたど，新品種栽狩に有利な政府支援があっ

たこと，農閑期の講習会など技術教育が徹底して

おり，以前から大農と小農の聞に技術的な蓋がほ

とんどtn、ことなども， rト農が新品種を多く栽培

しうる理山と汚えられる υ このようなし、くつかの

要因があるとはいえ，上記の調査結果は新品種の

普及を考えるうえで注目すべきことである。

3. 米の生産増加

つぎに，新品種の普及によって水稲の生産高が

どのように変ったかをみることにしよう。

まず総生産而では新cit：種の栽培が本絡｛ヒする以

前の1970～T2年当時は，1007；トン弱の水準であっ

た。新品種栽培の拡大にともない，水稲生産高は

急激に時）JIIL, 1977年に；J: GOO万トンに達した。

（第8表引！日） 0 1978年にはやや減少してL、るが，同

年韓国では日照量が平年の半分以下といわれるほ

ど天候が不順であったので， 1977年をもって米の

生産高600万トン台を達成した年とみてよし、であ

ろう。とすれば， 73年以降のわずか5年の間に生

持 l"i稲作生産力の蒋f段階とそのWi~

第9表

（出所〉 金寅燃『緯国ノ緑色革命』 1978年。

産高を50%高めたことを意味している。他方，水

稲の作付面積は同じ期間に 3%弱の増加にすぎな

いから，生産高の増加はほとんど単位面積当りの

収量増加によって達成されたわけである。

そこで， 10アール当りの収量をみると，第 9去

にボした通り， 1970年代初期には全国平均で；I()()

キログラム台の前半であったのが， 77～78年には

市川キログラムの後半台まで高まっている。 IR系

新品種の場合は近年500キログラム台に達してお

り，新品種の普及にともない租来績の10アール当

り収量も 5～6年の聞に約100キログラム増加し

たことを示してし、る。また，在来種と新品種を比

較すると， 1972～77年の 6年間平均で新品種は在

来種より 31%多い収量をあげている。

韓関の稲作生産力の上昇速度を示すーっの指標

として， 10アール当りの収量が50キログラム増加

するのに要した年数を日本と比較してみると第10

表のとおりである。日本の場合1918年以降34年間

とし、う長い間250～；moキログラムの水準で停滞し

てヤた時期がみられるが，戦後の農地改革終結後ラ

1955年以降は早い速度で生産力が上昇しており，

300～350キログラム段階は 4年， 350～400キログ

ラム段階は 8年で終わってヤる。 1967年以降 (i)

400～450キログラム段階で停滞傾向がみられるの

27 



1979080030.TIF

IR系新品種が作付面積，生産高に占めるおJft-第H設:tーの10乱、＇iり収は同kg±特に要Lf二＞j二数第10表
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+1ユ空長

(12) 
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fリ）

l《g/10日

( / 1 ',T川市］鮮銀行調ft部『初魚I経済年桜JI比例，）ttic
~IK ／’，7u部「 l!'lc林統；n汁肝i』各守H！ιI IPド： t'1林 ti『1,~

1本計統，，i友.1i'千年収っ
f注） (1）悦｜且（士19日年以降新統計方式採用。（21ff本

ぴ）収11：二玄米重×0.91。13)( J内r1，数は不確定c

(41194S作］、はrr ：土 :Y.~＇耳併合

19771!-8 JJ）。

二の品交に JiL、て， riおは斡凶が「岩手C. Jを！泊先 L

たこ E, = r対！ 「締｜百円亭：郁子ff革研’1tJ',が Indicaか九

iザlY争以佐川子杢・ Japonica；こ導入仁上弓という奇伎

な発:tuに広ついて Eち敢にとりくんだ華 111,'. なる ~I 挙てあ

り， tきに1ittl)Vj(J',J 1; ＇；き： tj ( 43べ←ン〕くあると

,:・:jく≪￥悩 I.てL、ろ。

なわ，二本論文てに， ゴー』カラ Xf,中在来 Iり→IR

567となっているが（；ゆベ ン）‘こ jLU IR568 c!Jぷり

と，＼＇｝） } ！，） る。

ーアー十一.－－ 1一一一「一・・－，

72 73 74 75 76 77 78 71•1 

米山減反政策山影響によるものと誇えられ；土，

., 
/,i。

二ILI，二対しM凶ーとは，：＼00～；臨時 l＞グラム段階

日本I})4 if-にふl日61年から72fp主で1：：；』f-間続き，

7:-lij三からはじまる：151）そ比較してか止り長L、か，

400 二•＼＇－ログラムまでにロゲラム以 1::（＇） 段階でi土，

きわめて弁1•lf)O キログラムまでは 1 斗ミと，年

111.11主i立「料1,1に’t乙『料り午命JI（『II本経済t1ru1u 

197s'<r 10 J J 20 11 ）。

ULゾJ:.tか、“THEIRRI REPORTER”1976有 1

,; (1976i十日月）に札“How Tongil tri巨gered a 

Korean rice revolution＇” L、7かなりゴ者Hな軒｛介が

ある。主 f：，緋！司』／＼ iJ）文献と［てu, ~寅燃『斡！現ノ

u色革命 総訴，＼i'，手'I:ノI,日発 l，＂（及』併 114農村!/ii事ιrj

1978°1二方、／1占もく jJ l. ＇・、 4,u，とあゐ。

OJ 2) が，i!Ut弘、「11111,1水f,;1,111',.ffi主イt vハいムちn,;rn-
1,;; ｛じの I可能1'lcl- (JI 主P，~ I (Il, (21（『i:t¥'.'.tt主ik.'I::i1:i1害

訴＼ 9リ l'.)7(i'!9 JJ. ;J¥10り 7(i年l()Jj）。

（｛上：-l) 二jl c" yの批判については， ｛r,,寂峡 nif 総.＇：

にくわしい。 "41持続［kj:, ,;Ji[::] I-Yご ii本内農林水庄省関

｛系’rri，，二＇.I教なずr，店街.；；板、 kに’八、ご「常ぷ外のごと j
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Ⅲ　新品種普及の要因
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之l ことを要請したといわれて＼，、乙（金沢的自1i掲書 104

J 、ーン）。

（［主 4) 山田登著『東市アン 7のがj'jj農政研究セ

ンター 1978年12月 60へ－ :/o 

（注 5) ソウノレ大学校嫌科大学附設量生業開発研究所

r韓国ニオケノL緑色革命』殿村擬興li 1977年。

(It 6) 向上書 35ベージ。

m 新品種丹及（Ji要肉

1. 蓮村援興庁の役審j

上述のように，新品種の栽培は早いテンポで拡

大したが，韓国の農民がはじめからこれらの新品

種を簡単に受け入れたわけではなかった。韓国で

は従来日本と同じようにジャポニカ系の品種を栽

培してきており， 「統一」のようにインディカの

要素を強くもった品種の採用に，宗氏がためらっ

たのは当然であろう。そこで， IR系の新品種が，

なぜ農民の聞に急速に普及しえたのか，その要因

を検討してみよう。

まず第 1にあげるべきは農村振興庁の役割であ

ったといってよいであろう。

緯閣の農村振興庁は「新らしい品種の育成と普

及および栽培技術の改善」を R的として1962年3

月に発足した農水産部の外局である。第3図に示

したような機構をもっておりラ 1978年現在約1万

人の人員を擁している。このうち巴面（行政的には

日本の町村に相当するが，規模は日本の町村よりかなり

大きい〉の支所に属し，日々農民と接する「一線

指導士」「臨時指導士Jと呼ばれる人々が合せて

印刷名余りいる。韓国全体の邑函数l土， 1977年末

現在 14fi0であるから 1邑面当り 4.6人の割合であ

る。これら指導士には水稲以外の分野の担当者も

含まれるので，水稲にかぎって 1人当りの平均担

当量生（箇積〉をみると団地面積で76ヘクタール，

一般闇場で165ヘクタール合計約240ヘクターIレで

ある。

韓国稲作生産力の新段階とその構造

~3国韓国農村振興庁系統［J]

笈村振興庁ト下企画局

I ト指導防

道農村振興院｜ 卜技術普及局
一－・・・，・一一よ ト試験局

I L 研究所・試験場（12〕
市・郡指導所 l

島・箇支所｜

このほかに，市・郡指導所には「特別技術指導

土」が2000名余り配置されており，農民の訓練や

脆弱地区に対する指導，重点指導期間などに機動

的に配置される。さらに，新らしい病虫害の発生

など量婆な問題が発生した地域に対しては，中央

や道振興院レベルで技術者，研究者等の専門技術

開が編成され．現地での原因究明や対策の椴立が

行な＞.，).l.るの

このように，普及事業や技術指導のため，かな

り高い密度で人員が配置されており，これら振興

庁の職員が，新品種の適地選定と農家への栽培勧

誘からはじま久保温苗代の設置と管理，施肥期

と施肥量，用水管理，病虫害防除，メlj取り、乾燥，

脱穀に至るまできめこまかな指導を行なってき

た。適期に作業を行なうため栽培宇暦が作成され，

何月何日までにどの作業を終了するという目標を

定め，それにしたがって農作業を実施するという

方法がとられており， 「時限営農Jと呼ばれてい

る。

また，農閑期における農民への新品種の官伝，

稲作技術教育なども掻興院の重要な活動の一環と

なっており， 1972～76年の5年間につヤてみると，

技術教育などへの農民の参加数は毎年220～280万

人に達しており，ほぼ 1農家1人の割合で参加し

ていることになる。
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とのほか，技術公報の発行，ラジオ放送を通じ

ての技術教育，病虫害予察のための観測なども行

なっている。

稲作のみでなく，農業全般について言えること

であろうが，天候の変動，病虫害の発生状況等に

より，労働時間や日曜・休日にかかわりなく，す

みやかな対策を講じなければならない場合が多

い。とくに韓国の稲の新品種はインディカ系統を

ひいて，天候変化や病虫害の発生などの点で従来

の品種と異なった状祝がしばしば生じており， i商

時t乙適正な対処をしたければ，甚大た被害をころ

むるおそれが強い。

この点，韓国農村蝦興庁の職員は公務員ではあ

るが，しばしば農民以上の熱心さで動いており，

このような組織なくしては，今日のような新品種

の普及土生産の増加は達成され得なか， jたであろ

ワ。

2. 集団栽培方式の導入

新品種の普及t二おける重要な要因の一つは集団

栽培方式が導入されたことであった。韓国におけ

る稲の集団栽培怯， 19幼年代の末期からはじまっ

ており，稲作生産力の「佐賀段階Jや「新佐賀段

階jで知られる日本の佐賀県との交流などが契機

となっている。したがって，新品種導入と結びつ

いて実施されるようになったものではないが，集

団栽培方式が拡大しぺつあったことは，新品種普

及に好都合であった。前述のとおり，；農村振興庁

Jま多数の技術指導員を擁してし、る幻土L、え，個々

の農家が個別に新品種を栽培すれば，技術指導が

きわめて非効率的にならざるを得ないからであ

る。

したがって， 1971年にはじめて約3000戸の農家

ポ新品穏を栽培した際にも，平均5へクタールと

小規模ではあったが，すべて集団栽培方式がとら

30 

れたことは前述のとおりである。

ところで，厳密にいえば，集団栽培とは何かと

いう問題がある。実際韓国でもさまざまな形態が

あり，呼び方も多様であった。しかし，これれ多

様な集団に共通している点は，一定数の農家が，

程度の差はあれ品種および耕作技術の統一を！ミ！る

とともに，共同作業を行なっていることである。

そとで，ここでは，上記のような共通点がみ人れ

る栽培方式をすべて集同栽培とみなし，その内容

を概観することとする。とれも， 1977年以前と以

後では大きく変化しているが，ここでは76年ーまで

の集団栽培の種類と主要な特徴をみることにしよ

ワ。

く集団栽培団地＞一一水利，土地等の条件が同

ーの範囲で「篤農家jを長とする運営会を組織

し，水の管理，病虫害防除等の斑を置く。品穏を

統一し，共同苗代を設置する。田植期，移植密度，

施肥期，施ijEiJ'l:：等も統一しー病虫害の共同防除な

t:.＇共同作業を行なう。

〈大単位増産団地＞一一平野部の広い地域で組

織する。標準耕種基準の設定，基幹技舗の統一，

作業の共同化等を行なれまた，大型機械化のた

めの条件整倣を行なう。

ぐ契約増産団地＞一一村落単位に運営会を組織

し新品種栽培に関して政府と契約を結ぶ。契約内

容は，政府が一定の耕作基準と生産目標を提示し，

運営会側はその基準を守って耕作する。その結果，

政府提示の生産自擦を達成すれば表彰され，生産

目標に達しなければ，目標と実収穫高の差は政府

が補償する，とU、うものである。

＜模範囲地＞一一農村振興庁や地方行政機関が

中心となって組織する。近隣の農家や団地に対す

る展示効果を目的としており，入山こつきやすい

ところに設置する。新しい技術を重点的に指導す
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る。

くn：日班＞ ーとれば民業協同組合が推進して

いるもので司 自然村t存あるいは耕地集ト耳目立に20～

sn戸の農家を組織し、技術の共同学1ちl，品種およ

び載府方訟の統 ，共同育市，共同防除~1：を行な

ワ。

以上か、 19/i/l年代末か「，，fillえにた、！？て行なわれ

ていた｝Ji団栽I自の符Iiicある。こ ,Jl,「〉のうむに

は，上り詳しい調査が進めば，名前は異なってい

ても実態は同じという場合が出てくる可能性があ

る。また， l：記円集団♂川、くつかは稀だけでなく

他の作物においても：走行されているものがあるο

つぎに第11；；：は司：集同栽培の［，fl地数お主び面積

金示したものであるつ］9的,q三！ご , 70年にはそれぞ

れ， l万前後，／）団地が増加した。その後7'},年まで

停滞し， 7:1年には'.20011あ支り減少してかるが，と

れは前述（T）上うに72年か天候不順で新品種が大き

な被害を受け， 7:J年の栽陪面積が減少した二とに

よるものと考え九れる。 74年かれ7村年には 2万近

く憎1JIIしたわ二の結束ー，先に見たように珪類も多

様化してきた そのため， 76年には政府が団地の

盤理再編を行なった。すなわち「契約増産村落，

申告村落，主協の稲作目班等に多岐化した団地を

集団栽培団地に一元化しヲ団地を総合的に再評価

し，その順位によって農業用水の開発，耕地整理、

排水改苦等，生産基盤の造成事業の推進と資材供

給において優先順位を与えJ（注 I）るという政策が

実施されたコ 77年における団地数の減少はその影

'.'!Jjによるものである。

つぎに団地面積であるが，表中69f手の15万ヘク

タールおよび， 70, 71年の30万ヘクタール等は推

定概数であろう。また， 72年の18万7000ヘクター

ノレには在来種の団地が含まれていなし、ため，大幅

な減少となってし、る 0 73年の31万8000ヘクターノレ

待国務111'生産力の新段階とその構造

第11表水稲の集団栽培団地と面積

年 i岳地数 I 団（1地，∞面Oh日積） IR（系I，栽αH培Oh面a)積

1968 790 子 。
1969 10，α）（） 150 。
1970 22,896 3侠） 。
1971 22,896 '.-lOO 
1972 22,945 187 187 

197:1 20,778 318 121 
1974 29,224 :193 181 
1975 '.12,446 428 274 
1976 51,:l9G 528 533 
1977 48,034 481 660 
1978 930 

（／］＼所〕 農水産部『農業動1,,J二関スル年次報告書』
各年版。 ，5；，寅吻『将同ノ緑色革命』 1978年。

から7G年のS2万制改）ヘクタールまで順調に増加し

てきたものが77年には48万1000ヘクタールに減少

しているのは，やはり上述の団地再編政策による

ものである。

これら団地面積と新品種の栽培面積の関係をみ

ると（第8表参照）初期の段階は不明であるが， 75

年までは新品種の栽培面積が団地面積を大幅に下

[iiiっており，新品種はほとんど集団栽培方式で栽

培晶されてかたと考えられる。しかし， 7G年になる

と新品種の面積が団地面積を 5万ヘクタール上回

っており，この段階ではかなりの農家が集団栽培

方式によらずに新品種を栽培するようになったこ

とを示してL、る。これは，新品種の栽培技術が個

々の農家に広範に定着してきたことを物語ってし、

る。したがって，集団栽培方式は，新品種栽培技

術の普及，定着という面では，すでに大きな成果

をあげたとみることができる。

なお，集団栽培という点でいま一つ重要なこと

は全国的な規模での集団栽培方式をとっているこ

とである。すなわち，全国にわたる広い地域を対

象としてU、て，土地条件，気候条件等が異なるた

め，上述。〉小規模な集団栽培のように単一品穏へ

の統一はできないが， IR系の新品種という枠内で
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品種♂〕抗ーをはか I），また，同じ枠内において栽

培技術の統一を行なってU、ゐ iニとなどから，，］、i規

模集団の場合とは異なるものの，農村振興庁が組

織運営者の役割を拐う一種の全国的規模の集団栽

培方式とみることができる。個々の農家が，小規

模集団をはなれて新品種栽だ？を行なうようになっ

ているのも，一つにはとか土うな全国的範囲での

集団栽培という性格をもっ方式がとられているこ

とが支えになって1;、るを考えられる。こうした方

式が新品種の普及に大きな役割を果たしているこ

とはいうまでもなし、。

3. 政府の諸支援政策

前述の農村振興庁は政府機関であり，その諸活

動は政府施策の一環でああが，これ以外に重要と

思われる政府施策にっし、てみるとつぎのようなも

のがある c

第 1に米の政府関上げである。この制度自体は

以前からあったものであり，たとえば， 1963～69

年聞の政府買上げ尽をみると，総生産高の 7税程

度であった。 70年代に入って新品種の栽培増加に

ともなって政府買l二げ最もしだいに増加し， 7“主干

には総生産高の20%に達している。また， 70～76

年の 7年間の平均買上げ景でも14%とω年代の 2

倍に増加してνる。

農民側からみれば，まだ政府買上げ費量が少ない

とか，また価格の／，（でも70年代には名目上は毎年

大幅に上昇しているものの，実質的にはほとんど

横ばいに近いことなどの不満があったのしかし宅

新品種の米質が相当改善されたといわれる最近に

おいても，なお消費者から敬遠される関向が強く

（注2），とくに米質がよくなかった最初の段階もてお

いては，政府の質上げがなければ，農家は商人か

ら索いたたかれるため，新品種の栽士吉，意欲を喪失

しただろろことは容易に推測しうる。こうした出

3♀ 

第12表米多収穫の表賞実績

（単位： 100万ワオ＞）

'C I表賞五7ぷ額
~＊ I函r ＂~I~~：ミ家同卜，I

1973 I 3,765 I 541 3,819 I 379 I 321 411 
1974 I 29,418 I 1221 29,540 I 2,946 I 521 2,998 
1975 I 53,60:1 I 2,2431 44,846 I 4,452 I 6段f心，140
1971i I 53,808 I 5,4伺 1! 59,298 I 5,472 I 1,652; 7,124 

（出所） 金賞燃『韓国ノ緑色革命』 1978年。

題に対応するため，政府は新品種については米穀検

査において在来種より 1等級引き上げた格付けを

行なったとされており，それだけ買上げ価格が高

くなり，新品種の普及に盤要な支えとなった（注3）。

第2は，多収穫農家および多収穫団地に対する

賞金授与である。この制度は， 197:1年から7fr4＂・ま

での 4年聞に限って実施されたものであるが，そ

の賞金授与実績は第12表のとおりである。ここで

多収穫というのは，20アール以上の水田を耕作し，

10アール当たり精米で 600キログラム以上の収

穫をあげることであり（ただし， zt作の場｛，fJ.550

キログラム以上），それら多収穫農家や団地に対し

l戸当たり 10万ウオシ en年当時は日本の約7万円〉

の賞金を支給した。初年度，政府は 100戸分の予

算を計上したが，実績は2764戸となり政府の予想、

を大きく上回った。また， 74年には予算を一挙iこ

9000戸分に増加したが，実績では 2万9000戸とや

はり予算の 3倍以上の多収穫農家が生じ， 予算捻

出に苦慮するほどであった。 75, 76年には 5万戸

以上に達し，この制度は「多収穫栽培を誘導する

決定的要因となったJ<il4）とまでいわれるほ立の

効果があった。

ところで，多収穣農家の中には従来種を栽培す

る農家も含まれているが， 73年度をみると3765戸

のうち，在来種による多収穫農家は，わずか16戸

にすぎず，ほとんどが新品種栽培農家であった。
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それ以後の年度に関しては不明であるが，おそら

くこの点に変わりはなu、と思われる。

第3に、肥料、農薬や保滋苗代用の骨材，ビニ

ー／レなどの供給を優先的に行ったり，購入に際し

ての金融措置なども実施されている。

4. その他の条件

以上，新品種の普及要闘をみてきたが，よく知

られている通り， IR系の稲は在来種にくらべてよ

り水利条件が上くなければt(（，ず，また，肥料や

農薬の投入か多くなければならないとされてい

る。

東南アジア諸国で， IR系の品種の普及率が水田

面積の20＇：ら程度にとどまってL、るのは，主として

71く利条件カゐ悪い危めといわれているが，韓同では，

1970年には水図面積の約80%が濯概可能となって

いたから，水利面の条件はよかった。

また，肥料じ ＇） いてみても、窒素質肥料はfi（）年

代の末期lこ日iま向給が可能となっていた。

さらに，従来の品種と性格が大きく異なった品

種の栽培に要する知識や技術を，短期間に吸収し

うる農民‘あるいは集団栽情が広範に普及しえた

という農村社会のあり方なども，新品種の短期間，

高普及率に関連する要因として指摘すべきであろ

フ。

以上のようにさまざまな要問が考えられるが，

なかでも特に童要と思われることは，水利条件の

整備，農村振興庁とし、う効率的な機関の存在，米

価支持政策であり，これらのうちどの一つが欠け

ても，今日韓I自でみられるような新品種の普及と

米の増産は達成しえなかったと恩われるo

(It 1) 終業協同組合中央:0[l'農協年鑑』 1977年版

31ベージ。

（注2) たlえば， 197'l'I2月27日の『中央iI 11，』

は市中では布来積は新品種の 2倍近い値段で取引され

ており，それさえ品薄状態にあると指摘 L，このよう

隣国稲作生産力の新段階とその構造

な価格差の解消策を求める社説をかかげている。

rn 3〕金活It噴出i掲書 189ぺ >o 

なお，前掲農業[ltJ発研究所の，ll.'Hi:i:Jれば，車ij,¥,', f事

米の政府買上けがI.；；い場合新品種ッ7栽培を減らす者35

%，中止する者31，継続する者34%という結果が出て

おり，目上げの影轡が犬きいことを示している（ソウ

ノLた学校農科大学科I阿佐農業開発研究所 吉1i掲書 57へ
ーシ）れ

（注4）金寅燃前掲書 189ページ。

IV 生産力諸要因の変化

新品種の導入と生産の増大は，当然生産力構造

の変化を予想させる。そこで，以下においては稲

作生産力の面でどのような変化が生じているのか

投下労働，諸生産手段および生産の主体の三側面

から検討してみよう。

1. 投下労働盤（時間）

農水産部の『農産物生産費調査結果報告』によっ

て，稲作10アーノレ当たりの投下労働時間をみると，

1963年以降では65年の 141.2時聞が最高で，以後

774'ーまで 2' 3の例外年はあるものの，ほぼ一貫

して減少しており， 77年には96.料時間となった。

12年間に44.4時間，約31%の大幡な減少である。

前述のソウル大学校農業開発研究所の研究報告

では，新品種は労働を多く要すると述べていたし，

函際稲作研究所の各国についての調査によって

も，新品種は一般に労働を多く要することが認め

られている。

韓国の場合i 従来行なわれていなかった保温

苗代の設置や，病虫害防除回数の増加，その他の

肥培管理におても仕事の増加がある。にもかかわ

んず，投下労働時間が大幅に減少してヤるの紋，

農業機械化の進展や除草剤の使用（後述〕による

省力効果が，仕事量の増加を上回ってu、るためで

あろう〔第4図参照〕。
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第4図 水田10アール当り投下労働時間の変化
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（出所） 農水産部『農水産物生産費調査結果報告』
1976, 78年。

ただ，農村振興庁の職員が行なっている各種の

仕事は，直接稲の生産に関連するものであり，農

家自身の仕事を手伝うとャう場合もしばしばみら

れるが，これらの時間は計算されていないことを

念頭におかなければならない。農家経済の観点、か

らみるときは問題とならないが，閑全体の稲作に

おける投入，産出という観点からみれば，当然考

慮されねばならない労働だからである。

ノコ:'i"Iこ，総投下労働時間を男女別に見ると，男

jι灯時間数は総時間数と同保に， l!-!65年の115時

間を最高として77年まで減少傾向を示している。

65～77年の12年間の減少時間数は40.8時間で，同

期間の全体の減少44.4時間の92%を占めており，

稲作労働時間の減少はほとんど男子労働の減少で

あった。

これに対し，女子の投下労働時間iま， 1972年ま

でわずかずつではあるが増加してきた。 1963年に

は10アール当たり 19.7時間であ－，たのが， 72年』こ

は31.4時間と 9年間仁11.7時間，ギ100%の増加で

ある。その後は女子労働も減少しはじめ， 77年に

は22.6時間となり， 5年聞に 9時間， 28%減少し

fこ。

以上のような男女労働時間の変動により，総労

働時閣に占める男子労働時間の割合は， 1963年に
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C II¥所） 農水産部『農林統計年報』 1977年。農水産
部『農産物生産費調査結果報告』 1976年。

は84.6%に達していたのが年々低下し，近年は約

77%程度となった。この変化は，都市への流出に

よって不足した男子労働を女子労働が補っている

ことから生じたものである。

このように，農家の稲作への投下労働時聞が減

少し口、る反面， 10アール当り収量は大幅に増加

しているので， 1労働時間当りの米の収量も，第

13表に示したように，近年大きな変化を示してい

る。新品種の栽培がほぼ軌道に乗るまでの63～72

年の 10年間の平均生産高は2.4キログラムである

のに対し， 73～75年には約3.3キログラム，さら

に77年には5.1キログラムに達し， 60年代にくら

べて112.5%と2倍以上に増加した。

2. 生産諸手段面の変化

(I) 瀧概および耕地整理

，：；，寺田の水田は1960年代を通じて，瀧i続可能水田

の割合がほぼ55%前後にとどまっていた。このた

め， 1962, 67,68年等しばしば早ばつにみまわれ，

大きな被害を受けた。 60年代末期にヨ［ !J＇前述の

ような農業政策の変化があり， 68年以降濯甑施設

の建設に力が注がれるようになった。その結果，
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第14表水田の耕地整理実経状況

(lji.佼： 1,000ha，ヲ｛，）

年 1地区数 I鴇竣工｜｜累計面積｜｜対象整面理積対巴

1945年以前 65 6.5 
1946～1963 6.5 
1964 223 6 7.5 
1905 225 18 10.5 
19行6 197 19 81 13.8 

1967 222 23 104 17.7 
1968 159 16 120 20.4 
1969 148 14 134 22.8 
1970 1回 15 149 25.3 
1971 242 27 176 29.9 

1972 216 23 199 33.8 
1973 223 30 229 38.9 
1974 209 22 251 42.7 
1975 ? 19 270 46.0 
1976 ? 2 272 ,16.3 

（出所）農水産部『農業基盤造成事業統計年報』
1975年。農協中央会『農協年鑑』 1977年。

(d:) ＊本間の耕地整理！対象面積は日万糊）（）ha。

瀧概可能な水田の割合は68年の58%から69年には

77%と一挙にど0%近く上昇した。以後，毎年1～

2%ずつの割合で上昇しており， 76年には84%に

達している n もっとも，この中には， 68年の皐ば

＂）に際して応急的に作られた抱設によるもの，あ

るいは老朽化して補修を要する施設による面積も

台まれているfこめ，その点若干の割引が必要であ

る（注1）。

しかし，東南アジアの大部分の国にくらべて，

韓国では新品種導入以前に水利施設とし、う重要な

基盤整備がよく行なわれていたということができ

／、~o 

つぎに，水田の耕地整理の状況をみると， 1945

年以前には 3万8仰 Oヘケタールの整理が行なわれ

たにとどまっていた。また， 46年から63年までの

17年間は耕地整理がほとんど行なわれなかった。

川年から事業ポ再開され， 60年代には毎年l万数

千ヘクターノレの整理が行なわれてきた。緯国の水

田総面積は 1976年現在 129万ヘクタールであり，

このうち耕地整理の対象となる面積は58万8000へ

韓国稲作生産力の新段階とその構造

－
 

nu 戸、υ

ms図 10アール当り肥料投入室；と米の収最

無同斤フ：：

有機＇／＇｛ I肥料

67 69 71 73 7o 

〔出所〉 農水産部『農産物生産費調査結果報告』 1976

年。農水産部 r農林統計年報』各年版。

クターIレで，水回全体の45.6%とされている。

新品種が導入される直前の1970年には，耕地整

理完了面積が14万9000へクヲー／レで整理対象面積

の約25%，また，水回全体に対しては12%程度に

とどまっていた。

70年代に入って工事面積が増加し，年平均2万

3000ヘクタール近くの整理が実施され， 76年には

工事完了面積が27万2（削ヘクタールと整理対象面

積の約46%まで高まった（第14表参照〉。耕地盤浬

は士地所有権の移動を必要とする場合が多く，そ

れだけに水利事業などより事業の推進が困難と考

えられ，なお今後に残された部分が大きいが，今

後大幅に耕地整理面積を増加する計画が進行して

いる。

(2) 肥料投入最

一般に IR系の品種は肥料を多く必要とする。

第5隠は水田10アール当りの肥料の投入量と米の

収量の変化を示したものである。

まず有機質肥料では 1963-64年当時の約390キ

ログラムから最近に至るまで減少傾向をたどって

おり，とくに75年には， 72～74の3年間の平均投

入量327キログラムから264キログラムへと約日キ

ログラムも減少した。

3ラ
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この有機質肥料には，堆！制巴，紋肥，野草，｝天

類，人糞尿等が含まれるが，単一l授月Eを除き，他の

寸べての有機質肥料が減少してさている。堆寝肥

は年によって相当変動が大きいが，ほぼ250～300

キログラムの続で横ばい状態が続いている。

有機質肥料の大宗は堆既肥であり，少ない年で

も全有機贋肥料の75れを占めp 多くの場合85～90

%に達している。したが－，て、他の"Fl.機質肥料がす

へてがなり急速な減少を続けても，全体としての

減少傾向はゆるやかであったc 1975年に有機費犯

料の投下量が大幅に減少しているのは堆厩肥が一

挙に66キログラムも減少したためである。本国で

みるかぎり，有機肥料と米の10アーノレ当収量との

関連は稀薄であるが，一般に地力維持のため有機

質肥料の投入が必要といわれてヤる。後にみるよ

うに句韓国では現在農業の機械化が早いテンポで

進んでおり，数年以内に役牛が大幅に磯誠にとっ

てかわられることが予想される。したがって堆厩

肥も今後急速に減少することが予想され，それに

代わる有機質肥料の補充対策が必要と恩われる。

つぎに無機質肥料についてみると，第 5図は水

田1（）アー1レ当りの窒素，燐離，加型の成分量の合

計投入量である。これによれば， 1968年の38.3キ

ロゲラム以後， 71年の30.9キログラムまで，年々

投入量が減少していたが， IR系の新品種が導入さ

れて以来急激に増加し， 77年には52.4キログラム

に遺した。 1960年代においては前述のとおり濯概

施設が不備だったこと，また，稲の品種がIR系の

新品種ほど耐肥性がなかった二となどにより無機

質肥料の投入量と米の収量との間には余り密接な

間連lまみられないが，新品種導入後においては両

者の聞に強い関連が現われはじめてし、る。

なお，肥料の投入量が増加しただけではなく，

それぞれの土壌や稲の品種に適した施肥量，施肥

36 

期が選択されるという点、でも改苦が進んできてお

り，こうした技術進歩は当然在来品種の栽培にも

波及して，その収量を増加させ全体の生産力を高

める婆悶となっている。

韓国の新品種の一つの特徴は暗酸質（Sio2）の吸

収カが強いことである。韓国での調査結果によれ

ば，稲の茎や葉に含まれるI＋醍の抑ftは，在来品

種が7.fi5~;.') （対乾燥重量〕であるのに対し、新品種

は9.07%と18%も多く含まれてし、たUL2 ＞。珪酸は

掃の茎を強くし，葉面からイモチ病00が侵入する

のを防ぐ役割を果たす。したがって，新品種は第

H節でみたように稲熱病に強く，また，短稗のう

えに茎が強くなるため倒れにくく，多収穫の重要

な条件のーっとなっている。しかし，韓国の土壌

は花向岩の風化土壌で珪酸の含有量が少なく，珪

酸を補給しなければならな 1;,1/13）。珪酸質肥料の

投入量は1972年lこは約2万トンであったが77年に

は30万トンと著しく増加している。

肥料を適期に適量施すためには供給面の条件が

重要であるが，韓国ではこの点においても有利な

条件にあった。 1960年代にいくつかの肥料工場が

建設され， 60年代の末期には空素質肥料，燐酸質

肥料はほぼ自給可能な状態に達してヤたからであ

る。しかし，加到E料だけは77年に至るまで自給

できなかっfこ（注4）。

(3）病虫害防除

水稲に対する病虫害防除は， 1960年代の後半か

らしだいに重視されるようになった。 1965年には

病虫害防除の延べ実施面積がほぼ水稲の作付面積

iニ等しかったが，その後，第 G閣に示されるよう

な経過をたどり，1976年には延べ実施面積が857万

20附ヘクタールに達し，同年の水稲作付面積119

万6000ヘクタールに対し，平均7.2固という大量

の防除が実施されるようになった。
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第6！！覆水稲の病虫主防除状況
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( i I日11) 農協中央会『農協可鑑』各今ー！？心

も引とも， 1960年代には，農民自身は病虫害防

除を余り重視していなかった。 1967年「農業災害

対策法」が制定され，農作物の病虫害防除に対し，

財政補助を行なうことができるようになった。そ

（／）後、 この制度による防除 f共同防除）面積が急

速に増加し，防除総面積に占める割合も 68年18

仰年40%,70年62%と上外した。財政補助率

は年によって変動が大きU、か67年から70年の間を

とづてみると30～100%である（第15表参照）。

このような政策をとることにより，農民に病虫

害防除の重要性を認識させたという側面がある反

面，農薬の使用に伴う天敵の減少，病i，害虫の

農薬＇こ対する抵抗性の増大なども生じ，その後一

間的除を強化しなければt:cじ）なし、とャうことも，

病虫害防除の増加の要国土なっているつ

上記の財政補助を受ける病虫害防除は71年以降

急速に減少し， 74年にはなお総防除面積の14%近

くを占めたが75年以後は 2%未満とネグリジブノレ

たものになった。政府補助の防除は，へリコプタ

ーたどを使う共同防除方式で行なわれてきたが，

これに代わって農民がそれぞれ個別に行なう紡除

や農民自身による集団防除が中心となっている。

こうした変化には，政府が財政上の負担を軽減し

なければならないという理由もあろうが，後に見

韓国稲作生産力の新段階とその構造

第四表病虫害妨徐実施状況

I A B ICID,E[  F 

年｜限延議醸IB/AI撃自主義i声高国主
i I 1担車 庫日数
1(1.,000ha)H,OOOh口ll(%) I （悦） • （図） I （日）

1965 I 
1966 I 
1967 I 

1968 I 
196ゆ1

1970 I 
1971 I 
1972 ! 
197:l i 
1974 ' 

1975 
197fi / 

（出所〕 農協中央会『農協年鑑』各年。農水産部
『賎業動向ニ関スノレ年次報告』各年。

るように農家に防除機が普及してきたこともあ

る。防除機の普及に伴い1960年代の前半には，水

稲作付面積全体に 1回防除を実施するのに要する

~l 数は約20日だったが， 1969年には15S となり，

70年代に入っても早いテンポで減少し75年には

3.7日となった。

このように病虫害防除の実施が増加したことに

より，当然農薬の消費量も増加したが，今，水田

だけの消費量を示す資料が得られないので畑作ま

で含めた全体の消費量をみると第16表のとおりで

ある cIR系新品種が農家に普及しはじめる前年の

70年を100とする指数でみると， とくに殺虫剤，

除箪剤の増加が著しく，いずれも 5年聞に 5倍強

に増加した。殺菌剤は基準とした70年に特に消費

最が多かったがその前後には他の薬剤ほど大きな

変化がみられない。したがって，農薬全体の消費

量では71年以後の 5年間に 3倍強の増加！となる。

ここには水田での農薬使用量増加が強く現われて

いるとみることができる。

最後に農薬の供給面をみると，単純な量的関係

では1970年代にはほとんど 100%圏内生産で需要
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293 1.1 
257 1.9 
日71 60 2.1 。2.4 
299 592 17.9 56.2 2.9 
732 2,294 40.0 48.8 4.5 15.0 

774 2,325 61.6 
ヲ93 1,384 27.2 0 4.3 
B01 1,015 17.5 99.6 4.9 
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ヨ72 136 1.6 7.2 
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議16義 主薬務夜実語家

（単位： t) 

（山所） ,'Pl:水産部『農林統計年報』各年月張。

を満たしうる状況にあるが， 70年代前半期にはな

お消費量の12～20%を輸入している。農薬も肥料

と問様，鐙的な供給聞では，よい条件下にあると

いえよう。

(4）畜力と動力

韓国では農耕に馬は使われず，昔から牛（韓牛〕

が盤聾な役割を果たしてきた。近年機械が導入さ

れはじめ，しだいにその役割ポ高まってきている

が，なお牛は約半数の農家で飼育されており，農

耕で重要な役割を果たしている。銅育頭数も 150

万頭前後に達し， 1970年代に入って飼育戸数，飼

育頭数ともにむしろ増加している。

つぎに農業機械の普及状況をみると第17表のと

おりである。ここでは主要な農業機械である耕転

機，防除機，脱穀機の 3種にF畏ってみるとととす

るが，普及の速度はきわめて早い。動力耕転機の

場合1965年にじ約1000台にすぎなかったが， 70年

には約1万2000台， 76年には12万2併均台と 5～6

年で大体10倍ずつ増加した。これにくらべれば動

力防除機や脱穀機の増加率は低かったがそれでも

同期聞に 2～6併に増加している。その結果，い

ずれの機械についてみても， 1975年現在1台当り
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〈出所〕 農水産部『農産物生産費調査結果報告』各

年板。

の戸数が20戸を害jり，また 1台当りの耕地面積も

20ヘクタール以下となった。なかでも動力防除機

の普及率が最も高く， 1台当りの戸数14.2戸，同

耕地13.6ヘクタールとなっている。

以上の役畜と農業機械および前述の人間労働の

稲作における投入状況をみると第7図のどおりで

ある。これは， 1年間に水田10アール当りに投入

された人力，直カ，動力の時間数を示すもので，
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第8図ー（A) 水稲付付面積に占める保護主

苗代設置箇積の割合（実線〕，

IR系占五千五の普及率（破線）

9
 

4
 

y
 ／

 de 
デ

; I 75 77 78 

（日） 栽植密度（妹）／3.:lm2

79.9 
80, 

69.1 
70, 

60 

70. 0 

71 73 75 77 

（出所） 金寅開『韓国のほ色革命』 1978年。

動力には上述の耕転機，防除機，脱穀機のほか揚

水機唱田植機、メIJ取機など一切の動力が含まれて

いる。人力， I市プ］の役割の低下と動力の上昇が明

確に現われている。

(5) 保温苗代と栽植密度

韓関の新品種は早生種で早期栽培が必要なう

え，発芽時に在来種より高温を必要とする。発芽

後においても，気温の変化による陣容を受けやす

いといわれている。このため，良質の首を育てる

ためには保温苗代ボ必要である。農村振興庁は保

混苗代の設置と管理にも力を注ぎ，その結果75年

以降設置面積が急速に拡大し， 71年にほ作付面積

のわずか 4%程度であったのが， 75年56%,77年

81%とi二昇した（第8図参照）。

つぎに，新品種導入後栽植密度が高められた。

3.3平方メートノレ当たりの株数をみると， 1971年

69.1株73年70株であったが， 75年には74.3株， 77

年には約80株と悲速に増加している。 74年から77

年までの 4年間に3.3平方メートル当たり 10株増

韓（Ji！稲作生産力の走行段階土その構造

加したわけである。このように密植が可能となっ

たのは，新品種は葉が上向性で密植しでも日光の

通りがよしまた，短稗で茎も強く多)IEに耐える

などの特性をもっているためである。

3. 生産主体

前2項では新品種の導入と稲作生産力の上昇過

程で，労働や生産諸手段の面においてどのような

変化が生じているかをみた。いま一つ重要なこと

は，一般にいう経済主体における変化である。し

かし，ここでは，もっぱら稲作のλ を考察の対象

としているので，問題を限定し，明確にする意味

で生産主体として検討することとする。

そこで，韓国における稲作の生産主体としての

条件を考えてみると，次の 3点に要約することが

できる。母一定の土地を保有し，営農資金を有する

こと，②営農に関する決定権を有すること，③営

illの結果に対する責任を負うこと、がそれである。

農地改革以後1960年代までは，個々の農民が自

己の土地と資金にもと子いて，品種の選定から収

穫にいたるまですべての農作業を自分自身の決定

と責任において行ない稲を作ってきた。当然，生

産主体は全面的に個々の農民であった。

しかし，新品種導入後は，上記①～③のうち，

②と③，とくに②の営農決定権の相当部分を，農

村振興庁を主とする政府・官庁が，実費的に分担

するようになった。第皿節においては，新品種の

普及要因としての側面から農村振興庁について述

べたが，ここでは生産主体という閣から披興庁を

中心とする政府官庁の役割をみるととにしよう。

韓国には約100種類の稲があったが， 1973年tこ

政府は77種の稲を非現励品種として「栽矯禁止j

し， 18品種だけを奨励品種とする決定を行なっ

た。品種の決定権は形式的には農民にあるが，そ

の選択の範屈と自由は非常にせまいものとなり，

39 
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振興庁や地方官庁の意向（結局は政府の意向〕が強

く作用するようになった。

たとえば，近年農業協同組合が， 1000戸の農家

につU、て行った調査tこよれば，新品隠の導入動機

は次の通りであった。①利益があると脅えて49.0

苅，②政府の施策に協力する意味から16.3%，③

憐の農家の勧めにより rn.9%，④他人がやってい

るから 10.0%，⑤指導員の強力な勧めにより 8.6

%，⑥その他無回答5.2＇；＜＞（注 5》。

「自分自身利益があるj と考えて品績を決定し

た農家が約半分を占め，最も多L、。しかし， 2番

目の「政府の施策に協力する意味から」 16.3%と

5番目の「指導員の強力な勧誘によってJ8.6% 

とを合せると，約25%に遣するが，とれらの農家

は必ずしもよい品種であると納得して新品種を選

んだのではないことを示している。これは，実質

的には政府側が品種の決定権を行使したものとみ

ることができる

また， 「全羅南道は新品種の栽培面積が， 78年

水準より低い市・郡の市長・郡守に対しては麦任

を聞い，道内の各巴・面長が示達した新品種の栽

培面積を少なくした良家に対しては，一切の営農

資金の支援じ農薬・肥料の掛売りおよび苗代設

置用のフィルム・骨材等の供給を中止することに

した」（注引という例もみられる。この例は，韓国

のなかでも地方官庁tこよって特lこ強い権力発動が

行なわれたケースであるが，こうなれば，地方官

庁がt王ぽ完全に品種の決定権を握っているに等し

u、。

また，振興庁や地方官庁は，新品種栽培に適し

た農地を選定し，その所有者たちを組織して集団

栽培を行なわせるという組織者の役割を果す場合

も多ν川 7)。

つぎに，新品種を栽培することになれば，その

40 

品種の特性によって苗代の設盤から脱穀tこいたる

までの一連の農作業の内容，時期， ）j法などがほ

とんど官庁によって決められることになり，個々

の農民や稲作集団の判断によって決定する部分は

大幅に減少する。

農村搬興庁や地方官庁が，それぞれの地方に合

せて稲の栽培暦を作成し，農家に対し農作業に関

する指示や情報をたえず流す仕組になっている。

施nE，水管理，病虫害防除，乾燥など，新品種の

性質に合せて，従来の農民の方法とは異った方法

をとらなければならない場合が多ャためである。

したがって，農民は官庁の指示や情報にしたが

って，作業さえきちんとやっていれば稲をつくる

ことができるようになった。これに対し「新品種

の栽培を積極的に勧奨した指導土は e …育苗から

収穫，調整出荷にいたるまで，全営農期間，ぞれ

こそ農民の仕事を自分の仕事と考え，圃場をかけ

めぐり，現場指導に熱中JC注8）している。

以上のように，中央から農村にいたるピラミッ

ド型の組織をもっ農村振興庁を中心土した政府・

官庁が，韓国稲作の相当部分において実質的に営

農関係の決定権を行使しているとみることができ

る。

つぎに，③の営農結果の責任につL、てみよう。

この点で最も重要と思われることは，集団栽培の

一つである［契約増産団地jの場合である。さき

に述べたとおり，この方式では契約時に設定した

生産目標に達しなャ場合，その不足分を政府が補

償することにたっているから，政府も営農結果の

責任を負っているわけである。この型の団地は量

的にみれば，1973年24団地，74年700団地，75年2100

団地等で， 75年の場合でも全稲作間地3万2000あ

まりの6.5悦程度を 15めるにすぎず多いとはいえ

ない。しかし，政府が積極的に，稲作の責任を負
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うことを表明している点で注目すべきことであ

る。

さらに，新品種栽培地で，局地的にしばしば著

しい災害や病虫害が発生しているがほとんどの場

合農民側は政府に補償を要求している。野党やマ

スコミも‘こうした農民の要求を支持Lt：きた。

これは，韓国政府が稲作の決定に参与している事

実から生ずることであり，農民としては当然の要

求である。したがって政府もこれを無下に拒否す

ることはできず，肥料や農薬など農業生産資材の

売掛金の減免，あるいは地税の減免などの方式で

補償を行なっている。これらの補償額が農民のこ

うむった被害に対し，どの程度の割合となるかは

不詳であるが，おそらく被害額にくらべて低額で

あり，農民側には不満が残るものと考えられる。

しかし，部分的にせよ，との場合にも生産の結果

l乙対し政府カミ責任を分担していることi士事実であ

る。

このように，新品種導入後の韓国の稲作では，

生産主体の役割を政府・官庁と農民が分担して担

うという大きな変化が生じたのであったに

なお，士腫圭造教授は，東畑精一著『日本農業

の展開過程』にもとづいて， 「日本，韓国，開発

途上国とも政月；yiま『危険を負担せざる企業者.nの

機能を果たし，農村発展のtE!＇、手となってし、る J

〈注9）と述べているが，以上で述べたとおり， 1970

年代の韓闇政府は「危険を分担する企業者Jであ

った。

また，東畑前掲書では「危険を負担せざる企

業者Jに関して「（戦前の）官吏は個人的には素より，

全体としても自己の創意にかかる個々の政策によ

りて新たに生れたる危険を宅も身に負担jll!!Olし

なかったと述べている。

これに対し韓国では，新品種の栽培勧誘におい

車事国稲作生産力の新段階とその構造

て「万一指導所でさせるとおりにしたにもかかわ

らず，収穫高が少なければ私の農地を売って補償

してあげますと主張した数多くの指導土，頑強な

農民の反対に対し，統一の優秀性を必ず立証しよ

ろと決心した指導士が，反対する農民の水田を併

りて夜接統ーを栽培JC注I!)したなどの例にみられ

るように「官東が個人的に危険を負担」するとい

う点でも日本と具なっている。

以上のような韓国の最近の稲作における政府と

農民の関係は，官が民に対して，日本よりはるか

に強い支配力をもちうるという韓国社の伝統的な

性格が，稲作に現われた結果とみることができ

ーす

ノd ,, 

(/1:1) 濯拒止につL、てより詳しくは行浦孝雄「斡［は

の水平lj事業」（『アジア経済』第 9巻第 7,j- 1968年 7

Jlり〕参照。

en 2) 金1ii:吻 Jllj掲書 134ページ。

( iE 3〕 珪般に関しては山田孜氏のご教示を得た。

Cil4) 肥料j)，上l本についてより nlしくは山田三n1,

編『韓国工業化の課題』アジア経済研究所 1971年 3

n。坂梨品保・林俊昭編『発展途上関の肥料産業』ア

ジf経済研究所 1979年 3月，等三＂＇ Y.u。

C; i♂ 5) 「斡国農民／意識構造分析＿J（『農協調i'Ul

報』第23巻第 3~- 1978年 3月〕 23ベージ。なお調査

年flは不詳。

〔／l'6〕 『中央日報』 1979年 4月28日。

(ii 7) Reed, E.，οrganizational Issues in Gro 

ゆ Farmingin South Korea, The Land Tenure 

Center, University of Wisconsin幽Madison,Decem-

ber, 1978. 

Cit 8) 金寅士幌 前掲書 186ページ。

(1上9) 土屋圭造『農村発展と農業H：衡の展望

IHl lei:i，上国と韓国を，1，心として一一』

1979年37ベージ。

（注10〕 東畑精一箸『増訂日本農業の展開過程』

Y；波書店，昭和15年 (i月， 104ベージ。

( /111) 金災対毛 1lif掲書 115べージ。
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V 結 論

一一新段階の生産力構造

これまで，水和の10アール当たり平均収量490

キログラム（日本式の玄米換算では約540キログラム〉

を，韓国が，ほほ70年代をかけて達成した新たな

生産力段階とみて，その達成過程とそれにともな

って生じた生産力の諸側面の変化についてのべ

~r 
J」。

最後に，この生産力段階はどのような構造をも

っているかを要約し，本稿の結論としたい。

第 1に，韓国の稲作生産カの新段階は，新しい

機械化体系の確吹といった方式によって達成され

たものではなく，肥料，農薬その他の生産資材の

投入を増加させることによって達成されたもので

ある。したがって，従来の技術体系の延長鰻上に

あり，在来技術体系の徹底した集約化という構造

をもっている。

第 2に，生産労働と生産諸手段の結合における

諸決定とそこから生子る結巣の責任を，政府・官

庁と農民が分担するという構造をもっており，こ

れは韓国稲作生産力の新段階におけるいちじるし

い特徴となってL、る。

第 3に，新生産力段階は生産労働ど生産諸手段

の結合を集団的に行なうという構造をもってい

る。この集団にい全国的レベルの集団と？数万を

数えるより小規模な集団がありー←小規模集団に

ほ，多い時には全水田面積の約2分の lが組織さ

れた一一両者が重層をなしている。

生産主体の役割の分担，集団栽培という上記の

構造は，第 1に述べた技術の集約化を効率的に推

進することを可能にし，わずか6～7年の聞に，

10アール当たりの米の収量を 330キログラムから

490キログラム段階へと160キログラムも増加させ
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る大幅な生産力の上昇をもたらした。

以上にのベた生産力構造は， 1950年代および60

年代の生産力構造からの変化を示すものであると

同時に，おそらく70年代に固有な構造であって，

今後引続いて相当大きく変化していくものと脅え

られる。

ぞれは，第 lに，政府・官庁と農民の生産主体と

しての役割分担は不安定な関係であり，現実に，

金寅燃，ぬま邑dE.等の前掲論箸において政府・官

庁と鑑民の聞にかなりの準し離のあることが指摘さ

れており，政府の役割は早晩変化せざるをえない

であろうこと。

第2に，農村労働力不足と機械化の進展が急速

に進んでいること。

第3に，第 l，第2の望書因や農家の兼業機会の

増加，請負耕作会社の出現などが，集団栽培方式

に大きな影響を及ぼすであろうこと，などの理由

によるものである。

〔付記〕 本稿の執筆に際しては，ソウル大学校社会

科学大学助教授守あり，主研究所存艮研究員である鄭

英一先生に多くの教示E助言をいただいた。まだきわ

めて不十分な内容であるが，これによって改善された

点が多いことを記し，感謝の意を表したい。もちろん，

内存の責任はー切筆者にある。

なお，本稿をほぼ書き終えた本年5月上旬，韓国政

府はアメリカおよび日本から米お上そ55万トンを輸入

すると公表した。その理山は備蓄のためとされている

が， 78年は予想外に病虫害の被害が大きかったといわ

れており，実収穫高が昨年秋公表された収穫高の推計

会下まわった可能性もある。その場台本稿も若ご！の修

正を要する場合があることをおととわりしておきた

u、。

（ア＞ 7経済研究所調査研究部；〕
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